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自己
評価

評価内容 方向性 内容

03-002
シティプロモーション
推進事業

あり Ｃ

平成28年度策定のシティプロモーショ
ン戦略に基づき、ＰＲ冊子の配布や専
用サイトの運営、市のＰＲに資する企
業の取組への補助など、ふるさと半田
応援団と連携を図るなかで、多くの取
組を実施し、シティプロモーションを推
進することができた。新規取組である
新成人を対象とした若者へのＰＲツー
ル配布では、想定した申請数に達しな
かったため、配布対象の拡大や、周知
方法の改善を図っていく必要がある。
また、影響力の大きいテレビ等のマス
メディアに本市を取り上げていただくた
め、テレビ局等への働きかけを強化す
るとともに、ＰＲ大使の設置に向けた要
綱を整備した。

改善
推進

一朝一夕に成果の上がる取組ではな
いため、市民や事業者との協働による
事業推進のための仕組みや体制づく
りといった基盤強化を進めるとともに、
シティプロモーション戦略に沿って着実
に事業を実施していくことで、本市の
ファンを増やし、将来的な定住人口の
獲得を目指す。
また、これまでの評価を行い、次期シ
ティプロモーション戦略の策定を行う。

03-003
まち・ひと・しごと創
生総合戦略評価事
業

なし Ｂ

評価報告書について、当該年度の２月
までに公表できるよう庁内評価や産官
学金労言の各分野の有識者による外
部評価の事務スケジュールを見直し
た。評価制度そのものについては、有
識者からも概ね適切に制度が構築さ
れているとの声をいただいており、総
合戦略の適切な進行管理を図ること
ができた。課題としては、計画期間が
令和元年度で終了するが、総合戦略
で定めた基本目標の達成が危ぶまれ
る指標がある。

改善
推進

人口減少への対応や地域経済の活性
化に向けて、引き続き、庁内評価と外
部評価を実施し、評価結果を施策の改
善につなげることで、総合戦略で定め
た基本目標の達成を目指す。また、こ
れまでの評価を踏まえて、次期の総合
戦略を策定する。

03-004
第６次総合計画評
価事業

なし Ｂ

評価報告書について、前年度よりも２
か月早く公表できるよう庁内評価及び
有識者や市民等で構成する市民評価
委員会による外部評価の事務スケ
ジュールを見直した。評価制度そのも
のについては、市民評価委員会からも
概ね適切に制度が構築されていると
の声をいただいており、総合計画の適
切な進行管理を図ることができた。課
題としては、計画期間が令和２年度で
終了するが、総合計画で定めた基本
成果指標に関して目標の達成が危ぶ
まれる指標がある。

改善
推進

各施策が目指す将来の姿の実現に向
けて、引き続き、庁内評価と外部評価
を実施し、評価結果を施策の改善につ
なげることで、総合計画で定めた基本
成果指標における目標の達成を目指
す。また、これまでの評価を踏まえて、
令和元年度と令和２年度の２か年で次
期の総合計画を策定する。

03-005 ふるさと新発見事業 なし Ｃ

５年サイクルでの取組みの最初の年と
して情報収集に努めた。その中で得た
情報をもとに、成岩の魅力をコンパクト
に集約した「ならわまち歩きマップ」を
製作し、配布した。製作にあたり、成岩
のママサークルや観光ガイド協会等の
協力を得たことで、若い世代の方にも
馴染みやすい情報を盛り込むことがで
きた。マップ自体は非常に好評であ
り、成岩の魅力を再認識してもらうこと
ができた。しかし、地域に関心の低い
若い世代や転入者に興味を持ってもら
うための情報発信方法については今
後の課題である。

改善
推進

長年成岩に住んでいる方はもちろん、
地域に関心の低い方にも成岩に興味
を持ってもらえるよう、マップ等を配布
するだけでなく、実際に参加できるイベ
ント等を行い、成岩の魅力を直接見た
り聞いたりすることで、地域への愛着
の醸成を図っていく。

令和元年度(平成３０年度実施事業分）事務事業評価各課総括表・２次評価表
２次評価者

企画部長　　竹部　益世

整理№ 事務事業名

３か
年実
施計
画

事業の評価・課題 今後の事業の方向性



自己
評価

評価内容 方向性 内容

整理№ 事務事業名

３か
年実
施計
画

事業の評価・課題 今後の事業の方向性

03-007 広報推進事業 なし Ｃ

平成29年度は市制80周年・第八回は
んだ山車まつりが行われたことにより
新聞掲載数が多かったため、平成30
年度は新聞掲載数が減少した。ホー
ムページのアクセス数は、市報などか
らのホームページへの誘導を促進した
ことなどにより目標値を達成したが、ス
マートフォンでの情報検索に課題があ
る。製作した映像は、市役所１階ロ
ビー及び半田病院外来待合にて映像
を放映することにより、多くの人に視聴
していただいた。市報の満足度につい
ては、表紙を始め、分かりやすい紙面
作成に努めた結果、満足度は目標値
を超えた。

改善
推進

報道機関への情報提供については、
広報担当が常にアンテナを高くして、
各課の事業が適切に情報提供される
よう指導していく。ホームページについ
ては、平成31年度のリニューアルによ
り、スマートフォンでの使いやすさ向上
を目指す。市報については、カラー
ページの採用や、取材による特集記
事の掲載などにより、市民の方にさら
に見やすく親しみやすい紙面を目指
す。また、各種広報媒体をどのように
活用し、広報活動を行うのか検討して
いく。

03-010
第２次情報システム
最適化事業

あり Ｂ

委託事業者と市（企画課）で連絡会議
等を定期的に実施し、ＳＬＡ（サービス
レベル協定）に基づき、必要な対策と
改善施策を適切に行うことで、ＰＤＣＡ
を遂行し、情報システムの安定稼働を
確保することができた。

終了
第３次情報システム最適化事業に移
行し、継続して情報システムの安定稼
働を確保する。

03-011
第３次情報システム
最適化事業

あり Ｂ

平成３０年度は、第２次情報システム
最適化事業から第３次情報システム
最適化事業への移行を実施した。一
部遅れが発生した工程はあったが、シ
ステム稼働に遅れが発生したものはな
く、順調に第２次から第３次の移行が
できた。

改善
推進

令和元年度からは運用に入るため、
委託事業者と市（企画課）との連絡会
議等での情報共有や、ＳＬＡ（サービス
レベル協定）に基づいた運用実績の確
認と対策を行うことで、システムの安定
稼働を図る。

03-012
ICTを活用したまち
づくり推進事業

あり Ｂ

平成30年度も継続して、名古屋大学
遠藤准教授の支援を受けて、オープン
データの提供を推進し、順調に公開で
きるデータを件数を増やしてきた。ま
た、業務の効率化を図る地図情報シス
テム（GIS）を導入し、全庁で地図情報
システムが利用できる環境を整えた。

拡充
推進

公開したデータの利活用を推進するア
プリの作成や、イベントの開催を行う。
また、市民サービスの向上として、公
開GIS（地図情報システム）のサービス
を開始する。

03-013 統計調査事務 なし Ｄ

調査票回収率に関しては、大規模統
計調査である住宅・土地統計調査にお
いて、調査票の回収率が悪く、目標を
下回る結果となった。要因としては、住
宅土地という財産、プライバシーに大
きくかかわる調査内容のため、回答拒
否が増えたためと考えられる。また、
調査員の資質向上を目指した研修会
は、スケジュール調整がまずく、未実
施となってしまったことが、大きな反省
点である。

改善
推進

令和元年度は、「工業統計調査」、「経
済センサス基礎調査」、「全国家計構
造調査」、「農林業センサス」が実施さ
れる。「工業統計調査」「経済センサス
基礎調査」「全国家計構造調査」はイ
ンターネットによるオンライン回答が可
能であるため、ホームページ等で周知
し、回収率の向上を図る。また、登録
調査員研修に関しては、平成30年度
未実施のため、令和元年度は、確実
に実施し、統計調査員の資質向上に
努める。
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課等長
１次評価（３０年度の総括評価）
全体としては、目的の達成に向けた取組について、改善を図りながら着実に進めることができている。
シティプロモーション事業については、「シティプロモーション戦略」に基づき、多種多様な事業にチャレンジ精神を持って
取り組むことができている。本市が目的とする定住人口及び交流人口の増加に向け、ふるさと応援団との連携を一層図
りながら、取組から得られた課題や改善点を次の取組に活かし、持続的に推進していくことが必要である。
ふるさと新発見事業については、新たな対象地区の初年度として、地区の魅力や資源の集約と発信を行うことができた
が、マップの製作を目標とせず、中心となる人材の発掘を行い、関わる市民を増やしていくことが重要である。
ICTを活用したまちづくり推進事業においてはオープンデータの公開件数が順調に増え、GIS導入等着実に推進できてい
る。今後は産・学に加え市民とも連携しデータの活用が進むよう取り組むことが重要である。
広報推進事業については山車まつりが終了し半田市の新聞掲載数が減少する中、ホームページのアクセス数は目標を
達成することができた。ホームページの情報取得手段としての重要が増していると考えている。今後もスピーディーにわ
かりやすく情報提供するよう庁内に意識付けする必要がある。

Ｂ

部等長 ２次評価（３０年度の総括評価並びに今後の方針及び指示事項）
改善を図りながら、概ね目的達成に向けた事業推進ができている。
総合計画やまち・ひと・しごと総合戦略は、評価制度の円滑な運用の下で適切に進行管理されているため、さらに評価
事業の改善を図り、より効果的、効率的な事業の推進に努めること。
来るべき人口減少社会に備えて平成２９年度から開始されたシティプロモーション事業は、戦略に基づき着実に取組が
推進されている。
定住人口の獲得という目的達成には持続的な展開が重要であり、そのためには職員のシビックプライド（市民の誇りや
愛着）の醸成も不可欠である。特に都市のイメージの向上には、市民を巻き込んだ取組が必要である。
以上の点を踏まえ、企画課の事務事業の推進にあたっては、総合計画等の理念を各課に浸透させていくため、これまで
の取組成果を検証しながら、全庁的な取組へステップアップできるような仕組みづくりにも努めること。
また、次期計画等の策定にあたっては、これまでの取組みの検証や市民評価員会等の評価結果を踏まえながら、今後
の目指す方向性について関係各課等と十分な協議を行い、市全体でビジョン共有すること。

Ｂ


